
 

３ 社会保障の機能強化のための改革  

U３ 高齢期の所得保障 U 

高齢期の所得保障は、自らの勤労所得・財産所得・年金所得の適切な組み合わせ

が基本になるが、現実には公的年金が高齢期の所得保障の柱となっている（資料２０）。  

改めて言うまでもなく、公的年金制度の長期的な安定・給付水準の確保は重要な

課題である。                                                        

 

 

U（１） 公的年金（基礎年金）の財政方式 U 

 

社会保障国民会議では、平成16年の国民年金改正法に規定されている基礎年

金国庫負担の1/2への引き上げ実施を前提に、基礎年金制度の財政方式につい

て、現行社会保険方式、現行社会保険方式の修正案、税方式（複数案）について、

客観的・中立的な定量的シミュレーションを実施し、関連資料（バックデータ）ととも

に公表した。  

シミュレーションの詳細、各方式それぞれの所要財源額及びシミュレーション結

果を踏まえた論点の整理等については、所得確保・保障（雇用・年金）分科会中間

とりまとめの中で詳述している。  

建設的な制度改革論議を行うためには、共通の土台となる客観的・実証的デー

タに基づく議論が不可欠である。このシミュレーション結果がそのような「共通の土

台となる基礎資料」として活用され、 U基礎年金の財政方式に関する議論がさらに深

まることを期待している。U  

 

 

U（２） 未納問題への対応 U 

 

現行制度の最大の問題は未納問題である。 U未納はマクロ的には年金財政に大

きな影響を与えるものではない。しかしながら、継続的な未納者は将来無年金者と

なり、生活保護受給者となる可能性があるという意味で未納の増加（とそれによる

無年金者・低年金者の発生）は、皆年金制度の理念を脅かす大きな問題である。 U  

また、未納者の増大は真面目に納付する人々の不公平感を増大させ、制度へ

の信頼を低下させ、更なる未納の増大を招く危険がある。その意味でも未納問題

は基礎年金制度にとって重大な問題である。  
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未納問題を解決していくためには、未納者の属性を分析し、属性に対応した実

効ある対策を早急に実施することが必要である。具体的には、  

① 低所得者については、免除制度の積極的活用（事実上の税方式による最低保

障）を行う  

② 非正規雇用者・非適用事業所雇用者については、厚生年金の適用を拡大する

とともに、雇用主による代行徴収を行う  

③ 確信的不払い者（多くは中高額所得者）については、徹底した強制徴収を実施

する  

等、制度的対応を含めた措置を講じ、納付率の向上に真剣に努めるべきである

（資料２１）。 

 

U（３） 無年金・低年金問題への対応 U 

 

無年金者は現在44万人、高齢者人口の約２％弱である（資料２２）。無年金・低

年金は過去の納付実績の反映であり、近時の適用拡大による未加入者の減少（過

去は統計上の納付率は高かったが未加入者が多かったので実質的な意味での納

付率は現在とあまり変わっていなかった）等を考慮すれば、現行の納付率で推移し

た場合、将来無年金者が大きく増大することは考えにくいが、逆にいえば、現在の

ままの納付率水準であれば将来にわたって継続的に高齢者の一定割合（約２％）

の無年金者が発生しつづけるということであり、やはり大きな問題である。  

無年金者・低年金者の発生を最小限に食い止めるため、未納対策の徹底ととも

に、単身高齢者女性等を念頭に置いた基礎年金の最低保障額の設定、弾力的な

保険料追納等の措置を検討すべきである。  

さらに、最後のセイフティネットとしての生活保護制度の再評価等についても検

討すべきである。 
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「社会保障国民会議 第一分科会中間とりまとめ」―抜粋― 

 

 

２．社会保障制度と経済活力 

（２）現役世代の活力の維持・増大 

④就労促進政策 

U高齢者の就労促進については、日本の高齢者の就業意思が極めて高い中で、高齢

者の雇用を阻害すると考えられる要因として、定年制や在職老齢年金による就労調

整が挙げられる。これらが持つ就労を過度に抑制する機能を見直し、働き方に中立

的な制度となるよう検討する必要があるU。年金の支給開始年齢引き上げに対応して、

年金が 65 歳支給になる時点では、定年年齢もそこまで引き上げることなども含め

て検討すべきである。またすくなくとも 65 歳までは雇用が確保される条件を早急

に整備しなければならない。U年金についていえば、例えば、個々人が受給年齢を選

択でき、働くときは年金を休止できるスウェーデン方式を参考に、いつ引退しても、

受給月額の調整により、年金の総受取額が変わらないような仕組みが考えられる。 

 

⑤働き方に中立的な社会保険制度等の確立 

  上述の雇用政策と年金政策が連動するように、年金制度を働き方と中立的なもの

にする必要がある。このうち個人の就業行動に与える影響については、すでに高齢

者の就労を抑制するような年金制度を就労と中立的にすべきことを指摘したが、企

業側の雇用行動を歪めている点も見過ごせない。とくに企業にとって社会保険制度

上コストが低くなるために非正規雇用の増加につながったり、社会保険の非適用事

業所に雇用されているために厚生年金などの適用を受けられない労働者も少なく

ないということは懸念されるところである。 

このことは正規雇用者と非正規雇用者の格差を固定することにもなっているの

で、非正規雇用者への年金保険や雇用保険の拡大を早急に進めるべきである。また、

非正規雇用者の老後所得の保障という観点からも非正規雇用者に対する被用者年

金適用の拡大が重要であることはいうまでもない。この点についてはU現在国会に上

程されている改正法案の成立を急ぎつつ、非正規雇用者への社会保険適用と適用事

業所の対象をさらに拡大する方向で、早急に検討すべきである。Uその際、短時間就

労を含め、労働時間にかかわりなく保険料を支払う制度についても、適用を免れる

ための細切れ労働時間を設定させないという視点からは検討する価値があるだろ

う。 

 

３．高齢期における所得保障の在り方 

（２）高齢者世帯の所得と年金の果たしている役割 

U年金が高齢者の生活の中核になっている現状を踏まえれば、基礎年金水準の所得

すら得られていない高齢者の生活保障をどう考えるかは重要な問題であることは
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間違いない。U年金制度における対応とともに、現行生活保護制度についても、諸外

国の例なども参考に、より柔軟に適用できるような対応を検討することも必要であ

ろう。 

 

４．公的年金制度のあり方 

（３）公的年金制度の財政方式のありかたについて 

（ⅳ）いわゆる未納問題 

現行制度を前提にするのであれば、U実効ある未納対策、低年金・無年金者対策を

講じることが極めて重要である。この場合、国民年金未納者の相当部分が臨時・パ

ートなどの非正規雇用者であることから、先にⅡ―（２）（ⅳ）で述べた非正規雇

用者への厚生年金適用拡大は、国民年金の未納対策という観点からも効果的であり、

職権免除など低所得者層への免除適用の徹底と併せ、早急に検討するべきである。

U未納者が無年金者になることを防ぐという意味で税方式は弱者にやさしい制度と

いえるが、社会保険制度においてこうした納付免除の措置を講じるということは、

事実上税財源によって給付を行うことであり、現行制度のもとでも、税方式の持つ

メリットは一部実現可能であるともいえる。 

また、今回のシミュレーションにおいて、現行制度の修正案として最低保障年金

の導入や受給資格期間の見直し等について試算を行ったが、Uこうした基礎年金の最

低保障機能を強化する方策についても具体的に検討を行うべきである。U 

もとより年金など社会保障制度改革を議論するときの大前提は、それ以前に可能

な限りの行財政改革を行うことである。Uそのうえで公的年金制度の財政方式につい

ては、財政上のシミュレーション結果を含む、以上のメリット、デメリットを比較

考量し、また医療、介護、福祉への税財源の支出の必要性等も勘案し、総合的に判

断されるべきものである。Uなおその際に、年金の財政方式に関しては、現在の社会

保険方式においても基礎年金部分に税財源が投入されており、また上述のように税

方式の利点である無年金者の救済も行えることを考えると、二つの財政方式を対立

的にではなく補完的にとらえる視点も重要である。さらに、公的年金制度を若者を

含めた国民全体のものであるととらえる視点をもつことがなによりも大切である。

このため、Uとくに若年層の現行制度に対する世代間格差感に配慮することは重要で、

育児期間中の保険料免除といった形で年金制度が育児支援を行ったり、あるいは会

計的な透明性に留意しつつ積立金を活用した若者（就労機会や能力開発機会に恵ま

れなかった者も含む）に対する奨学金制度を創設したりするといったことなども検

討に値する。U 
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